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2008年
10月10日

○ Ｇ７が行動計画を発表

10月14日 ○ 中川財務・金融担当大臣談話を発表

・ 自社株買い規制の緩和（府令改正・施行）

・ 取引所による空売り情報開示の拡充

10月15日 ・ 銀行等保有株式取得機構及び預金保険機構が保有する株式の市中売却の一時凍結

・ 中小企業金融の円滑化に関する中川大臣と金融機関代表者との意見交換会

10月16日 ・ 金融円滑化「大臣目安箱」を設置

10月24日 ・ 金融機能強化法等改正案を国会に提出（12月12日：成立．12月16日：公布．12月17日：施行）

・ 保険業法改正案を国会に提出（12月12日：成立．12月16日：公布・施行）

10月27日 ○ 総理より中川大臣・与党政調幹部へ指示

・ 従業員持株会による株式取得の円滑化（日本証券業協会に要請）

・ 銀行の株式保有制限の弾力的運用（TierⅠ自己資本を超えた場合でも、承認により保有を認める）

・ 「空売り規制の強化について」を発表
　-売付けの際に株の手当てがなされていない空売りの禁止（10月28日：政令改正．
    10月29日：府令改正・告示制定．10月30日：施行）
　-一定規模以上の空売りポジションの報告・公表（10月28日：政令改正．
    10月31日：府令改正・告示制定．11月7日：施行）

10月28日 ・ 企業会計基準委員会が、公正価値（時価）の算定方法に関する実務対応報告を公表

　-日本公認会計士協会から各監査法人に周知

　-金融庁は、20事務年度検査基本方針を改定

10月29日 ・ 信用保証協会の緊急保証制度開始を受け、中小企業金融円滑化の要請文を発出

10月30日
〇 「生活対策」を決定（新しい経済対策に関する政府・与党会議、経済対策閣僚会議合

同会議）

11月7日 ・ 中小企業向け融資の貸出条件緩和が円滑に行われるための措置

　-監督指針及び検査マニュアルを改定

　-中川大臣より検査・監督担当官に対し、当該施策の趣旨の徹底を文書にて指示

　-各金融団体に対し、条件緩和への対応を含め、中小企業の実態を踏まえた柔軟な対応に関する
    要請文を発出

・ 銀行等の自己資本比率規制の一部弾力化（その他有価証券の評価損益の取扱いを一部変
更）を発表（11月13日：告示案の公表及びパブリックコメントの募集．12月12日：公布・施行）

11月15日 ○ 金融・世界経済に関する首脳会合において首脳宣言を発表

11月18日 ○ 中川金融担当大臣談話を発表

・ 自社株式取得に係るインサイダー取引規制に関するＱ＆Ａを公表（11月25日：Q&Aを追加）

・ 空売りに係る確認手続等の明確化（府令改正案の公表及びパブリックコメントの募集．
12月12日：公布．12月16日：施行）

・ 機関投資家等による適切な貸株運用の確保等に向けた周知

12月3日
・ 中小企業金融の円滑化に関する中川大臣、二階大臣等と金融機関代表者との意見交換
会

12月5日 ・ 企業会計基準委員会が、金融商品の保有目的の変更に関する実務対応報告を公表

12月12日 ○ 金融担当大臣談話－改正金融機能強化法の成立にあたって－を発表
・ 中小企業金融の円滑化等に資する取組みとしての自己資本比率規制の一部改正（中小

企業向け与信の信用保証協会枠の別枠化）を発表（12月26日：公布･施行）

12月17日 ・ 年末金融の円滑化に向けた中川大臣等と金融機関代表者との意見交換会
・ 「金融審議会金融分科会第一部会報告～信頼と活力ある市場の構築に向けて～」等を
公表

12月19日 ○ 「生活防衛のための緊急対策」を決定（経済対策閣僚会議）

2008年10月のＧ７以降に講じた市場安定化・金融円滑化のための主な措置
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金融機能強化法（現行） 今般の見直し

目的：国の資本参加による金融機能の強化
⇒ 地域における経済の活性化が図られるよう、金融機関に国が資本参加

財源
● 預金保険機構が借入金、債券発行で調達した資金により資本参加

● 預金保険機構の資金調達に対して政府保証（平成20年度予算：保証枠2兆円）

申請期限を平成24年3月末まで延長

「地域における中小企業に対する金融の円滑化等が見込まれること」とする

協同組織金融機関全体で提供している金融機能の発揮の促進を目的として、
中央機関（信金中金・全信組連・労金連・農林中金）に対して予め国が資本参
加することを可能とする枠組みを新たに設ける

（注）国が参加した資本は、傘下の協同組織金融機関の資本支援に活用で
きるとともに、中央機関の健全性の強化にも活用できる

「従前の経営体制の見直し等
責任ある経営体制の確立」とする個

別
の
銀
行
・
協
同
組
織
金
融
機
関

協
同
組
織
金
融
機
関

の
中
央
機
関

制度上一律には求めない

制度上一律には求めない

3．事後チェック

● 半期ごとに経営強化計画の進捗状況を提出
● 当局がフォローアップ（必要に応じ監督上の措置を講じる）

【新設】

1．申請： 平成20年3月末まで（期限切れ）

⇒ 下記の経営強化計画を提出
● 収益性・効率性等の数値目標、目標を達成するための方策

● 信用供与の円滑化等地域経済の活性化に資する方策

● 責任ある経営体制の確立

● 【自己資本比率が基準値未満の場合】 経営責任及び株主責任の明確化
● 【抜本的な組織再編成を行わない場合】 目標未達成の場合の経営責任

2．国の資本参加の基準

● 収益性・効率性等の向上が見込まれること
● 地域における金融の円滑化が見込まれること
● 公的資金の回収が困難でないこと
● 適切な資産査定がなされていること
● 破綻金融機関や債務超過の金融機関でないこと

（抜本的な組織再編成を行わない場合、さらに以下の要件を満たす必要）
● リストラ等事業再構築の措置が講じられていること
● 地域で自力資本調達を行うこと

【単体としての中央機関への資本参加】
● 信金中金・全信組連・労金連・農林中金・信農連・信漁連・水加連自体の金融機能
に着目し､上記１．の経営強化計画を提出の上、上記２．の基準を満たした場合には、
申請を行った中央機関に対する国の資本参加が可能

【個別の協同組織金融機関に対する中央機関経由の資本参加】
● 中央機関（信金中金・全信組連・労金連）が傘下の協同組織金融機関に対する資本

増強の支援（優先出資の引受け等） として保有することとなる当該優先出資等の信託
受益権等について、個別の協同組織金融機関が経営強化計画を提出の上、 上記２．
に準ずる基準を満たした場合には、 国が当該信託受益権等を買い取ることが可能

【現行】

「中小企業に対する信用供与の円滑化等地域経済の活性化に資する方策」とする

従前の経営に関する分析結果によっては、
経営責任の明確化が求められる場合がある。
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１．申請 

⇒ 下記の協同組織金融機能強化方針を提出 

●協同組織中央金融機関及び協同組織金融機関における収益性及

び業務の効率の向上に向けた方策 

●資本支援を行う協同組織金融機関に対する経営指導の方針 

●公的資金を有効に活用するための体制 

●中小企業に対する信用供与の円滑化等地域経済の活性化に資す

る方策 

●協同組織中央金融機関における従前の経営体制の見直し等責任

ある経営体制の確立 

 

２．国の資本参加の基準 

●協同組織金融機能強化方針が協同組織金融機関全体で提供する

金融機能の発揮を促進するために適切なものであること 

●協同組織金融機能強化方針の円滑かつ確実な実施が見込まれる

こと 

●公的資金の回収が困難でないこと 

●適切な資産査定がなされていること 

●破綻金融機関や債務超過の金融機関でないこと 

 

３．事後チェック 

●半期ごとに協同組織金融機能強化方針の実施状況等について報

告・公表（中央機関から支援を受けた協同組織金融機関の名称

についても公表） 

●当局がフォローアップ（必要に応じ監督上の措置を講じる） 

 

協同組織金融機関の中央機関への資本参加の枠組み 
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１．目的

２．金融機関による申請

● 金融機能の強化を通じて地域における経済の活性化が図られる
よう、金融機関に対して国が資本参加

（申請期限：平成24年3月末）

● 国の資本参加を申請する金融機関は下記を記載した経営強化計画を策定・
提出
① 収益性・効率性等の目標、目標達成のための方策
② 従前の経営体制の見直し等責任ある経営体制の確立
③ 中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化等地域経済の活

性化に資する方策

（注）従来とは異なり、金融機関の経営責任等の明確化（申請時に自己資本比
率が基準値未満のケースや資本参加後に経営の数値目標未達成のケース）
は制度上一律には求めない。

ただし、従前の経営に関する分析結果によっては、経営責任の明確化が
求められる場合もある。

３．国による資本参加の決定

● 下記の基準を満たす場合に国が資本参加
① 収益性・効率性等の向上が見込まれること
② 地域における中小規模の事業者に対する金融の円滑化等が見込

まれること
③ 公的資金の回収が困難でないこと
④ 適切な資産査定がなされていること
⑤ 破綻金融機関や債務超過の金融機関でないこと

４．事後チェック

・金融機関が半期ごとに当局に対し計画の履行状況を報告（原則として公表）
・当局がフォローアップ（必要に応じ監督上の措置）

金融機関による申請

国による資本参加の決定

○ 自己資本比率が基準値未満の金融機関について、業務執行やリスク管理
がずさんな経営管理体制が維持される場合には国の資本参加の基準を満
たさないことを明確化

＜従来、合併等を伴わない場合に加重されていた「地域での自力資本調達
を行う」との要件は制度上求めない＞

○ 経営責任
・従前の経営に関する分析の結果、経営者の責めに帰すべき事由により
自己資本比率が基準値未満となったと認められる場合には、経営責任
の明確化等の方策を記載

○ 経営改善の目標
・コア業務純益又はコア業務純益ROAが計画の始期より上昇

・業務粗利益経費率が計画の始期より低下

○ 信用供与の円滑化
・「中小規模事業者等向け信用供与円滑化計画」を策定し、中小規模事
業者等向け貸出比率の水準を維持・向上させるための方策及び中小規
模事業者等向け貸出残高の見込み等を記載

事後チェック

○ 経営改善の状況
・収益性などについて目標未達成の場合の役員退任を一律には求めない
（但し、目標を下回った場合等の理由・改善策について報告徴求。必
要に応じ業務改善命令の発動を検討）

○ 信用供与の円滑化の状況
・中小規模事業者等向け貸出比率及び残高が計画の始期を下回った場合

は、その理由について報告徴求。改善に向けた施策が不十分であれば、
必要に応じ業務改善命令の発動を検討

・２期連続で下回った場合は、原則として業務改善命令の発動を検討

○ 「中小規模事業者等向け信用供与円滑化計画」を適切かつ円滑に実施す
るための方策についての審査の着眼点を明確化

政令・内閣府令・監督指針の改正ポイント

金融機能強化法改正の概要 【個別の金融機関への資本参加スキーム(既存スキーム)】

法律改正のポイント

（ 部分が改正箇所）
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１．目的

２．中央機関による申請

● 協同組織金融機関全体で提供している金融機能の発揮の促進を目的
として、中央機関（信金中金・全信組連・労金連・農林中金）に対
して予め国が資本参加

（申請期限：平成24年3月末）

● 国の資本参加を申請する中央機関は下記を記載した協同組織金融機能
強化方針を策定・提出
① 協同組織中央金融機関及び協同組織金融機関における収益性及び

業務の効率の向上に向けた方策
② 支援対象となる協同組織金融機関に対する経営指導の方針
③ 公的資金を有効に活用するための体制
④ 中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化等地域経済の活性化に

資する方策
⑤ 従前の経営体制の見直し等責任ある経営体制の確立

３．国による資本参加の決定

● 下記の基準を満たす場合に国が資本参加
① 方針が協同組織金融機関全体で提供する金融機能の発揮を促進

するために適切なものであること
② 方針の円滑かつ確実な実施が見込まれること
③ 公的資金の回収が困難でないこと
④ 適切な資産査定がなされていること
⑤ 破綻金融機関や債務超過の金融機関でないこと

４．事後チェック

・中央機関が半期ごとに当局に対し協同組織金融機能強化方針の進捗状況
を報告（原則として公表）

・当局がフォローアップ（必要に応じ監督上の措置）

国による資本参加の決定

中央機関による申請

○ その他
・農林中央金庫については公的資金が信用事業のみに充てられることを確保するための体制を記載

○ 信用供与の円滑化
・業界全体として、中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化等に資するための方針
・資本支援を行った傘下の協同組織金融機関の中小規模事業者等向け貸出比率及び残高の水準を維
持・向上させるための方策を盛り込んだ「中小規模事業者等向け信用供与円滑化計画」

を記載

○ 公的資金を有効に活用するための体制
・傘下の協同組織金融機関への資本支援が中小規模事業者等に対する信用供与の円滑化に資するこ
とを中央機関で審査するための体制等を記載

○ 経営責任
・従前の経営に関する分析の結果、経営者の責めに帰すべき事由により自己資本比率が基準値未満
となったと認められる場合には、経営責任の明確化等の方策を記載

事後チェック

○ 公的資金の返済の可能性
・収益性などについてチェック。２事業年度連続で収益性の指標が方針の始期を下回り、かつ目標
を３割以上下回った場合等には、その理由・改善策について報告徴求。返済原資の確保に支障が
生じるおそれがあると認められるときは、必要に応じ業務改善命令の発動を検討

○ 信用供与の円滑化
・業界全体としての、中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化等に資するための方針の実施状
況についてフォローアップ

・中央機関が資本支援した各協同組織金融機関の合算ベースでの中小規模事業者等向け貸出比率及
び残高が当該資本支援の始期の合算ベースでの水準を下回った場合は、その理由について報告徴
求。改善に向けた施策が不十分であれば、必要に応じ業務改善命令の発動を検討

・２期連続で下回った場合は、やむを得ない事情があると認められる場合を除き、原則として業務
改善命令の発動を検討

金融機能強化法改正の概要 【協同組織金融機関の中央機関への資本参加スキーム(新設スキーム)】

政令・内閣府令・監督指針の改正ポイント

○ 自己資本比率が基準値未満の中央機関について、業務執行やリスク管理がずさんな経営管理体制
が維持される場合には国の資本参加の基準を満たさないことを明確化

○ 資本支援を行った傘下の協同組織金融機関に対し、中小規模事業者等に対する信用供与の円滑化
の状況についてフォローアップ・指導を行うこととなっているか等、審査の着眼点を明確化

法律改正のポイント
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金融機能強化法関係の政令・内閣府令等の改正（案）のポイント 
 

 

Ⅰ 個別の金融機関への資本参加（既存スキーム） 

  個別の金融機関の金融機能に着目して、国が資本参加するスキーム 

 

１．金融機関による申請 

  国の資本参加を申請する金融機関は、下記の事項を盛り込んだ経営強化

計画を策定・提出 

 

 ⑴ 経営改善の目標【府令】 

 ＜収益性＞ 

  （従 来）「コア業務純益ＲＯＡ」＊１の上昇程度が業態の上位３割以内 

⇒（改正案）「コア業務純益」＊２又は「コア業務純益ＲＯＡ」が計画の始

期より上昇 

＊１「コア業務純益ＲＯＡ（Return on Asset）」＝コア業務純益／総資産 

＊２「コア業務純益」＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券関係損益 

 

＜効率性＞ 

  「業務粗利益経費率」＊３が計画の始期より低下（従来と同様） 

＊３「業務粗利益経費率」＝（経費－機械化関連費用）／業務粗利益 

 

 ＜不良債権処理＞ 

（従 来）｢不良債権比率」が計画の始期より低下 

 ⇒（改正案）目標から削除 

※ 但し、責任ある経営体制の確立に関する事項に、「リスク管理（不

良債権の適切な管理を含む）の体制の強化のための方策」を追加 

 

 ⑵ 信用供与の円滑化【府令】 

（従 来）「中小規模事業者等向け貸出比率」＊４の見込みを記載（注） 

⇒（改正案）「中小規模事業者等向け信用供与円滑化計画」を策定し、以

下の事項を記載 

①「中小規模事業者等向け貸出比率」の水準を維持・向上さ

せるための方策 

②「中小規模事業者等向け貸出残高」の見込み 

（注）このほか、「経営改善支援先割合」＊５も記載（従来と同様） 

＊４「中小規模事業者等向け貸出比率」 

＝中小企業者又は地元事業者に対する貸出残高／総資産 

   ＊５「経営改善支援先割合」＝経営改善支援先／取引先 
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 ⑶ 経営責任【府令】 

自己資本比率が基準値未満の金融機関は、以下の事項を記載 

① 従前の経営に関する分析結果の内容 

② 当該分析結果の内容に基づく経営管理体制の改善を図るための方

策（経営者の責めに帰すべき事由により自己資本比率が基準値未満

となったと認められる場合には、経営責任の明確化を含めた経営管

理体制の抜本的な改善を図るための方策を盛り込む） 

 

２．国の資本参加の基準 

 ➢ 国の資本参加の要件から地域における自力資本調達を削除【政令】 
 

➢ 「中小規模事業者等向け信用供与円滑化計画」を適切かつ円滑に実施

するための方策についての審査の着眼点を追加【監督指針】 
 

➢ 自己資本比率が基準値未満の金融機関について、業務執行やリスク管

理がずさんな経営管理体制が維持される場合は、国の資本参加の基準を

満たさないこととするなど、審査の着眼点を明確化【監督指針】 

 

３．事後チェック 

  金融機関が半期毎に当局に対し計画の履行状況を報告。当局はこれを公

表し、必要に応じて以下の監督上の措置を講じる。 
 

⑴ 経営改善の状況【監督指針】 

（従 来）計画の終期において目標未達の場合、役員退任 

⇒（改正案）計画の終期において収益性が目標を３割以上下回った場合又

は効率性が計画の始期を下回った場合は、その理由・改善策に

ついて報告徴求。必要に応じ業務改善命令の発動を検討 

（注）抜本的な組織再編成を伴う場合の取扱いに合わせて使い勝手を良くするもの 

 

⑵ 信用供与の円滑化の状況【監督指針】 

（従 来） 

・中小規模事業者等向け貸出比率が計画の始期を下回った場合は、そ

の理由について報告徴求。改善に向けた施策が不十分であれば、必

要に応じ業務改善命令の発動を検討 

・２期連続で下回った場合は、原則として業務改善命令の発動を検討 

⇒（改正案） 

・中小規模事業者等向け貸出比率及び残高が計画の始期を下回った場

合は、その理由について報告徴求。改善に向けた施策が不十分であ

れば、必要に応じ業務改善命令の発動を検討 

・２期連続で下回った場合は、原則として業務改善命令の発動を検討 
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Ⅱ 協同組織金融機関の中央機関への資本参加（新設スキーム） 

  協同組織金融機関全体で提供している金融機能の発揮の促進を目的と

して、中央機関に予め国が資本参加するスキーム 

 

１．中央機関による申請 

  国の資本参加を申請する中央機関は、下記の事項を盛り込んだ協同組

織金融機能強化方針を策定・提出 

 

⑴ 信用供与の円滑化【府令】 

 イ）業界全体として、中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化等

に資するための方針 

ロ）「中小規模事業者等向け信用供与円滑化計画」を策定し、傘下の協

同組織金融機関に資本支援を行った場合において、当該機関の中小

規模事業者等向け貸出比率又は残高の水準を維持・向上させるため

の方策 

を記載 

 

 ⑵ 公的資金を有効に活用するための体制【府令】 

   中央機関における以下の点を審査するための体制等について記載 

・傘下の協同組織金融機関への資本支援が、中小規模事業者等に対

する信用供与の円滑化に資すること 

・傘下の協同組織金融機関への資本支援に係る資金の回収可能性 

・資本支援の申込みをした傘下の協同組織金融機関において適切な

資産査定が行われていること 

 

⑶ 経営責任【府令】 

  個別の金融機関への資本参加と同様の記載 

 

⑷ その他【政令】 

  ① 剰余金の処分の方針 

  ② 財務内容の健全性等の確保のための方策 

  ③ （農林中央金庫については）公的資金が信用事業のみに充てられる

ことを確保するための体制 

 

２．国の資本参加の基準 

 ➢ 公的資金の回収可能性のメルクマールとして、以下の要件を規定（個

別の金融機関への資本参加と同様）【政令】 

  ① 国が取得する優先出資又は貸付債権が譲渡困難でないこと 

  ② 中央機関において概ね 15 年以内に返済原資が積み上がること 

⇒ 返済可能性を確保するため、中央機関が方針に以下の事項を記載
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していること等、審査の着眼点を明確化【監督指針】 

・収益性、業務効率性向上のための方策 

・上記方策を実施するために達成すべき経営改善の目標（収益性・

業務の効率）  

 

➢ 中央機関が、資本支援を行った傘下の協同組織金融機関に対し、中小

規模事業者等に対する信用供与の円滑化の状況についてフォローアッ

プ・指導を行うこととなっているかなど、審査の着眼点を明確化【監

督指針】 

 

➢ 自己資本比率が基準値未満の中央機関については、業務執行やリスク

管理がずさんな経営管理体制が維持される場合は、国の資本参加の基

準を満たさないこととするなど、審査の着眼点を明確化（個別の金融

機関への資本参加と同様）【監督指針】 

 

３．事後チェック 

中央機関が半期毎に当局に対し方針の記載事項の履行状況を報告。当

局はこれを公表し、必要に応じて以下の監督上の措置を講じる。 
 

⑴ 公的資金の返済可能性【監督指針】 

２事業年度連続で、①収益性が方針の始期を下回り、かつ、目標を

３割以上下回った場合、又は②効率性が方針の始期を下回った場合は、

その理由・改善策について報告徴求 

概ね 15 年以内の返済原資の確保に支障が生じるおそれがあると認

められるときは、必要に応じ業務改善命令の発動を検討 

 

⑵ 信用供与の円滑化【監督指針】 

・ 上記１．（１）イ）の方針を半期ごとにフォローアップ 

・ 中央機関が資本支援した各協同組織金融機関の合算ベースでの中小

規模事業者等向け貸出比率及び残高が当該資本支援の始期の合算ベー

スの水準を下回った場合は、その理由について報告徴求。改善に向け

た施策が不十分であれば、必要に応じ業務改善命令の発動を検討 

・ ２期連続で下回った場合は、やむを得ない事情があると認められる場

合を除き、原則として業務改善命令の発動を検討 
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貸出条件緩和債権の見直しについて 

 

 

１． 金融機関が柔軟に条件変更（返済期間延長・金利減免等）に応じる   

ことは、借り手企業の資金繰り・経営改善、金融機関の信用リスク軽

減に資する。 

 

２． 条件変更を行った債権は、原則として「貸出条件緩和債権（不良債

権）」に該当し、結果的に不良債権比率や引当率が上昇することとな

るため、金融機関が柔軟な条件変更に応じにくいとの事情がある。 

 

３． しかし、他方、監督指針では、その例外として、「実現可能性の高

い抜本的な経営再建計画」が策定されていれば、条件変更が行われた

場合でも「貸出条件緩和債権（不良債権）」としない取扱いとなって

いる。 
 

この「抜本的な計画」の要件としては、「概ね３年後の当該債務者

の債務者区分が正常先となること」が求められているが、中小企業に

おいては、リストラの余地も小さく黒字化や債務超過解消までに時間

がかかるという特性がある。 
 

※「概ね３年後」については、「債務者企業の事業の特質を考慮した合理的な期間の延長を排

除しない」こととしており、金融庁としても適切な対応を促しているところ。 

 

４． このような中小企業の特性を踏まえ、３．の例外的取扱いの要件を

以下のとおり見直すこととし、監督指針及びマニュアル別冊について

必要な改定を行う。 
 
   

計画期間が概ね５年以内で、計画終了後正常先となること 

 

・計画期間が５～10 年で、概ね計画通り進捗している場合も含む 
    ・計画期間終了後に自助努力により事業の継続性を確保できれば、要注意先で

あっても差し支えない 

 

 

５． これにより、金融機関がより柔軟に条件変更に応じることを通じ、

中小企業金融の円滑化に資することが期待される。 
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～貸出条件緩和債権の見直しについて～ 
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〔中小企業については３年の計画策定は困難であるため〕 

 条件変更に応じにくい 
（Ａ、Ｂ、Ｃの債務者に対して） 

 

貸出条件緩和債権＝要管理債権＝不良債権 

⇒不良債権として開示、引当が増加 
（原則） 

実現可能性の高い抜本的な経営再建計画がある場合 

⇒条件緩和債権に該当せず（開示不要、引当変らず）

（例外） 
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引当率 高 低 

要注意先 

 

破
綻
懸
念
先 

 

 
 

要
管
理
先 

  

現行  計画期間３年（合理的な期間延長可） 

    ※大企業、中小企業問わず 

 

条件変更に応じやすくなる 

Ａ Ｂ Ｃ

貸出条件緩和 
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